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＜考察＞

　「管理者とはどうあるべきか」、「どのように職員を成長させるか」。今回の研修では、一般の研修とは違い、自分のスキルアップは当然の事で、職員をいかに教育していくか、どのように伸ばしていくかという事を学びました。講義の議題は、以前研修に参加した際に学んだ題名に近いものもありました。しかし、その時の内容とは視点が違い、「このような時に職員にどう対応していくか」「単なる業務改善ではなく、職員の意識改善に繋げる為の助言」というような事を話し合いや講義で学びました。そうなる為には、職員を育てていく立場として自分がまず成長しなければならないと切実に実感されられました。まずは自分の成長から。それと平行して職員を教育していきたいと思います。

＜内容＞

平成１９年１０月３０日（火）　１日目

講義１）地域密着型サービスの基準について　

青森県高齢福祉保険課　介護事業者グループ　総括主幹　松沢　治彦氏

ねらい：出来るだけ地域で高齢者を支えようという取り組み

　　　→法の施行に伴い、事業所の指定に関する権限は市町村に移行された。

　　・みなし指定

　　　→現在入居している方で、施設所在地と異なる市町村に住所がある方がいる場合対象。その方が退居し、異なる市町村に住所がある方がいなくなった時点でみなし指定は取り消しとなる。

　　・グループホームの計画作成担当者が研修未受講であった場合の減算

　　　→研修を受講した職員の離職により人員基準欠如となった場合…新たに計画作成担当者を配置⇒都道府県に研修の申し込みを行う=計画作成担当者が研修を終了する事が確実である場合は研修を受講し終了するまでの間、減算の対象にならない。

講義２）介護従事者に対する労働管理について

　　　　　　　　　　　　　　　　サカキ経営労務センター　所長　榊　清蔵氏

· 労働条件通知書などは最低限の記入があれば書式をアレンジしてもよい。

· パートタイマー

　　　雇用期間の欄…契約更新の有無を明確にしておく

　　　※なぜ期間を定めるほうが都合がいいのか？

　　　　→雇用終了する時の理由として

　　　　→期限を決めていないと辞めさせる時にトラブルになり得る為。

　　　※しかし、悪い時に「悪い」と指摘できるかんりができているかが問題

· 定年退職について

　　　　定年退職は原則６０歳→継続雇用制度で６３歳まで延長できる

　・人事権とは→指示していく権限・人を育てていく権限

　・労働時間の基本的な考え方

　　　　特別条項…届けを提出しておけば年に６回/年行える

　　　　　→１ヶ月に４２時間（４５時間）を超える残業をする場合に提出

　・変形労働時間

　　　　40ｈ/週、8ｈ/日と決めると対応しきれない場合（変形労働）は、１ヶ月単位もしくは１年単位にして計算すると良い。しかし、変形労働時間にするという事を就労規則に記入し、３６協定を行わなければならない。

講義3）地域密着型サービスの取り組みについて

特別養護老人ホーム瑞光園　施設長　岩渕　惣二氏

◎社会福祉法　２０００年６月に施行

→個人が尊厳を持ってその人らしい生活をおくる（新介護保険法の目的規定見直しで「尊厳の保持」を明確に規定している。

…「尊厳の保持」とは？

　①心のケア

　　②関係性の重視

　　③継続性と専門性の重視

　　④権利擁護の必要性

◎福祉サービス提供の原則

　→①利用者の意向を十分に尊重

　　　②保健・医療サービス、その他の関連するサービスとの有機的な連携

　　　③総合的サービスの提供の実施に努める

◎小規模多機能型ケアの実践　社会福祉法人　同伸会　杏の里寄り合い所　町畑の家

　　→特徴

・地域住宅地の中にあり、近隣の住民と交流が量りやすい（地域の中の一つの家として近所付き合いが可能）

・利用者の生活の安定や拡がりのために、周辺地域の諸施設（商店、町内会、学校）などからの双方の協力を図る必要性がある。

　　→町畑の家地域密着に関する取り組み

　　　・地域の福祉に関する相談窓口の開設

　　　・地域、町内行事、活動への参加

　　　・地域、町内会との交流

・地域協力委員会（運営推進会議）の設置

　　・地域ボランティアの募集と活用

　　・広報誌（回覧板）の回覧

　　・オープンドア（常時開放）

　　・地域健康相談の実施

　◎小規模多機能型居宅介護の課題

　　→・新しく出来た制度で、地域住民や介護、医療関係者への理解が薄い

　　　・採算性確保が難しい

・他の在宅事業所では断られた困難なケースが集まってくる傾向がある

　　　・業務の多忙化（ケアマネ業務。管理業務、地域・家族との協力体制構築と維持、評価事業、研修、ケアプラン作成、宿泊や夜勤業務の増大など）柔軟性に対応するスタッフの労務やストレス対策に課題。

　　　

平成１９年１０月３１日（水）　２日目

講義４）グループホームにおける防災についての理解

青森地域広域消防事務組合　消防本部　予防課　課長補佐　小笠原　匠氏

◎平成１８年１月８日、長崎県大村市にある、認知症高齢者グループホーム「やすらぎの里　さくら館」にて火災による、死者７名の犠牲者が出てしまったことにより、消防法改正に至ったもの

　→一般住宅、小規模施設に限らず、火災警報器の設置が義務付けられました。

　青森県内では平成２０年５月末までに実施が義務付けられた。　※三沢市のみ平成２０年６月１日まで

◎スプリンクラー設置を免除できる場合もある

　→・延べ床面積1000㎡未満のもの（1000㎡未満の施設を「小規模社会福祉施設」という）

・壁、天井などは準不燃材料で、その他の部分は不燃材料で作られていること。（天井、壁に「準不燃材」「不燃材」などとかかれたシールが貼ってある。

　　・カーテンは防炎カーテンにする。

演習１）グループホームにおけるリスクマネジメント

青森県認知症介護　指導者　成田　和代氏・指導者　成田　和博氏

　　リスクマネジメント　　　　現場でのリスクの理解

　　　　　　　　　　　　　　　管理者として何をすべきか

	　　危険　　　管理




　　　　　　　　今後起こりうる可能性を早く予測＝リスクの可能性を少なくしていくという事

　　　・ダメージコントロール＝アクシデント損害を少なくしていく

　　　・リスクコントロール　＝過去のリスクの情報収集と予防

　　　◎介護事業所におけるリスク

・業務リスク　…介護サービスに伴う事故

　　　・経営リスク　…介護報酬の変化、経営収支の悪化

　　　・災害等リスク…火災・地震など

　　　・存続リスク　…介護報酬の不正受給、介護者による虐待（人権侵害）






















